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大町町 



大町町分別収集計画 
 

 

１ 計画策定の意義 

 

快適でうるおいのある生活環境の創造のためには、大量生産、大量消費、大量廃棄に支え

られた社会経済・ライフスタイルを見直し、循環型社会を形成していく必要がある。そのた

めには、社会を構成する主体がそれぞれの立場でその役割を認識し、履行していくことが重

要である。 

本町の廃棄物処理は、これまで可燃ごみの焼却並びに不燃物の最終処分を３市４町で構成

する杵藤地区広域市町村圏組合によって行ってきたが、ごみ排出量の増大により埋め立て処

分への負担が増加し、将来の最終処分場の確保に不安を残すところとなってきたため、埋め

立て処分を主としたごみ処理からリサイクルを主としたゴミ処理への転換を模索してきたと

ころである。 

現在では、佐賀県ごみ処理広域化計画により、４市５町で佐賀県西部広域環境組合を設立

し、平成２８年１月から供用開始しているところである。 

本計画はこのような状況のなか、容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する

法律（以下｢法｣という）第８条に基づいて一般廃棄物の大宗を占める容器包装廃棄物を分別

収集し、及び地域における容器包装廃棄物の３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）を

推進し、最終処分量の削減を図る目的で、町民・事業者及び行政がそれぞれの役割や、具体

的な推進方策を明らかにするとともに、これを公表することにより、すべての関係者が一体

となって取り組むべき方針を示したものである。 

本計画による容器包装廃棄物の３Ｒの推進等により、廃棄物の減量や最終処分場の延命化、

資源の有効利用が図られ、循環型社会の形成を図るものである。 

 

 

２ 基本的方向 

 

本計画を実施するに当たっての基本的方向を以下に示す。 

 

① ごみの排出抑制とリサイクルを主とした循環型社会づくり 

② 全ての関係者が一体となった取組みによる環境負荷の低減 

③ 廃棄物の適正処理を推進し、地域環境の保全を図る 

 

 

３ 計画期間 

 

本計画の計画期間は平成２９年４月を始期とする５年間とし、３年ごとに改定する。 

 

 



４ 対象品目 

 

本計画は、容器包装廃棄物のうち、スチール製容器、アルミ製容器、ガラス製容器（無色、

茶色、その他）、飲料用紙製容器、段ボール、ペットボトル、プラスチック製容器包装（白

色トレイを含む）対象とする。プラスチック製容器包装については、平成３１年度以降は廃

止する。 

 

 

５ 各年度における容器包装廃棄物の排出量の見込み（法第８条第２項第１号） 

（単位：t/年） 

 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 

容器包装廃棄物 ４０４ ３９８ ３９２ ３８６ ３８０ 

 

 

６ 容器包装廃棄物の排出の抑制を促進するための方策に関する事項 

（法第８条第２項第２号） 

 

方策名 事業内容 

① マイバッグ持参運動 

 買い物のときには買い物袋（マイバッグ）を持参

し、レジ袋をもらわないようにする。 

② 資源回収奨励金制度 

 町民団体等の再生資源回収活動が安定的に行われ、

ごみの減量化やリサイクルが効果的に進められるよう

に、金銭的な支援を行う。 

③ ごみ減量出前講座 

 ごみの減量化やリサイクルなどのごみ問題につい

て、一層の理解と関心を持ってもらうように、自治会

や学校その他各種グループからの要請に応じて職員が

説明を行う。 

④ 品目の特性に応じたわかりやす

い資源物回収の実施 

・各品目の特性に応じた回収方式の周知。(拠点・分

別・地区路線回収等。) 

・「ごみ・資源物の分け方と出し方」リ－フレットの

配布。 

 



７ 分別収集をするものとした容器包装廃棄物の種類及び当該容器包装廃棄物の収集に係る

分別の区分(法第８条第２項第３号) 

 

最終処分場の残余容量、廃棄物処理施設の整備状況及び再商品化計画等を総合的に勘案し、

分別収集をする容器包装廃棄物の種類を下表左欄のように定める。 

また、町民の協力度、本町が有する収集機材等を勘案し、収集に係る分別の区分は、下表

右欄のとおりとする。 

 

分別収集をする容器包装廃棄物の種類 収集に係る分別の区分 

主としてスチール製の容器 

主としてアルミ製の容器 
 缶 

主として 

ガラス製の 

容器 

無色のガラス製容器 

茶色のガラス製容器 

その他のガラス製容器 

びん 

主として紙製の容器であって飲料を充てんするた

めのもの（原材料としてアルミニウムが利用され

ているものを除く。） 

牛乳パック 

 

主として段ボール製の容器 

 

段ボール 

主としてポリエチレンテレフタレート（PET）製の

容器であって飲料、しょうゆ等を充てんするため

のもの 

ペットボトル 

 

主としてプラスチック製の容器包装であって上記

以外のもの 

プラスチック製容器包装（白色トレイ

を含む） 

※ ただし、主として紙製の容器包装であって上記以外のもの、いわゆる「紙製容器包装」

については、雑誌類と混合収集し再資源化する。 

※ プラスチック製容器包装については、平成３１年度以降は廃止する。 

 

 

 



８ 各年度において得られる分別基準適合物の特定分別基準適合物ごとの量及び容器包装リ

サイクル法第２条第６項に規定する主務省令で定める物の量の見込み 

（法第８条第２項第４号） 

（単位：t/年） 

 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 

主としてスチール製

の容器 
4.5 4.5 ４.4 ４.3 ４.3 

主としてアルミ製の
容器 

1.9 1.9 1.9 1.9 1.8 

無色のガラス製容器 

(合計) 

12.2 

(合計) 

12.0 

(合計) 

11.8 

(合計) 

11.7 

(合計) 

11.5 

(引渡量) 

12.2 

(独自処理量 ) 

0 

(引渡量) 

12.0 

(独自処理量 ) 

0 

(引渡量) 

11.8 

(独自処理量 ) 

0 

(引渡量) 

  11.7 

(独自処理量 ) 

0 

(引渡量) 

11.5 

(独自処理量 ) 

0 

茶色のガラス製容器 

(合計) 

14.6 

(合計) 

14.4 

(合計) 

14.2 

(合計) 

14.0 

(合計) 

13.8 

(引渡量) 

14.6 

(独自処理量 ) 

0 

(引渡量) 

14.4 

(独自処理量 ) 

0 

(引渡量) 

14.2 

(独自処理量 ) 

0 

(引渡量) 

14.0 

(独自処理量 ) 

0 

(引渡量) 

13.8 

(独自処理量 ) 

0 

その他のガラス製容
器 

(合計) 

5.1 

(合計) 

5.0 

(合計) 

5.0 

(合計) 

4.9 

(合計) 

4.8 

(引渡量) 

5.1 

(独自処理量 ) 

0 

(引渡量) 

5.0 

(独自処理量 ) 

0 

(引渡量) 

5.0 

(独自処理量 ) 

0 

(引渡量) 

4.9 

(独自処理量 ) 

0 

(引渡量) 

4.8 

(独自処理量 ) 

0 

主として紙製の容器

であって飲料を充て
ん す る た め の も の
（原材料としてアル

ミニウムが利用され
て い る も の を 除
く。） 

1.9 1.9 1.9 1.9 1.8 

主として段ボール製
の容器 

22.0 21.6 21.3 21.0 20.7 

主として紙製の容器
包装であって上記以
外のもの 

(合計) 

 

(合計) 

 

(合計) 

 

(合計) 

 

(合計) 

 

(引渡量) 

 

(独自処理量 ) 

 

(引渡量) 

 

(独自処理量 ) 

 

(引渡量) 

 

(独自処理量 ) 

 

(引渡量) 

 

(独自処理量 ) 

 

(引渡量) 

 

(独自処理量 ) 

 

主としてポリエチレ
ン テ レ フ タ レ ー ト

（PET）製の容器であ
って飲料、しょうゆ
その他主務大臣が定

める商品を充てんす
るためのもの 

(合計) 

11.5 

(合計) 

11.4 

(合計) 

11.2 

(合計) 

11.0 

(合計) 

10.9 

(引渡量) 

11.5 

(独自処理量 ) 

0 

(引渡量) 

11.4 

(独自処理量 ) 

0 

(引渡量) 

11.2 

(独自処理量 ) 

0 

(引渡量) 

11.0 

(独自処理量 ) 

0 

(引渡量) 

10.9 

(独自処理量 ) 

0 

主としてプラスチッ

ク製の容器包装であ
って上記以外のもの 

(合計) 

36.5 

(合計) 

36.0 

(合計) 

0 

(合計) 

0 

(合計) 

0 

(引渡量) 

36.5 

(独自処理量 ) 

0 

(引渡量) 

36.0 

(独自処理量 ) 

0 

(引渡量) 

0 

(独自処理量 ) 

0 

(引渡量) 

0 

(独自処理量 ) 

0 

(引渡量) 

0 

(独自処理量 ) 

0 

 (うち白色トレイ) 

(合計) 

0 

(合計) 

0 

(合計) 

0 

(合計) 

0 

(合計) 

0 

( 引 渡 量 ) 

0 

(独自処理量 ) 

0 

(引渡量) 

0 

(独自処理量 ) 

0 

(引渡量) 

0 

(独自処理量 ) 

0 

(引渡量) 

0 

(独自処理量 ) 

0 

(引渡量) 

0 

(独自処理量 ) 

0 

 



９ 各年度において得られる分別基準適合物の特定分別基準適合物ごとの量及び容器包装リ

サイクル法第２条第６項に規定する主務省令で定める物の量の見込みの算定方法 

 

特定分別基準適合物等の量及び容器包装リサイクル法第２条第６項に規定する主務省令で

定める物の量の見込み 

＝平成２７年度の特定分別基準適合物等の収集実績×人口変動率 

また、人口変動率は、平成２２年度から平成２７年度までの人口増減率を基に次のとおり

設定した。 

２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 

６,６７４人 

(平成２８年度比) 

－1.５％ 

６,５７４人 

(対前年度比) 

－１.５％ 

６,４７４人 

(対前年度比) 

－１.５％ 

６,３７６人 

(対前年度比) 

－１.５％ 

６,２８０人 

(対前年度比) 

－１.５％ 

 

 

10 分別収集を実施する者に関する基本的な事項（法第８条第２項第５号） 

 

容器包装廃棄物の種類 収集に係る分別の区分 収集・運搬段階 
選別・保管等段

階 

金
属 

スチール製容器 

缶 

町委託業者による定期収集 

民間業者 

アルミ製容器 
町委託業者による定期収集 

住民団体による集団回収 

ガ
ラ
ス 

無色のガラス製容器 

びん 町委託業者による定期収集 民間業者 茶色のガラス製容器 

その他のガラス製容器 

紙
類 

飲料用紙製容器 牛乳パック 町委託業者による定期収集 

住民団体による集団回収 

公共施設拠点回収 

民間業者 

段ボール 段ボール 

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク 

ペットボトル ペットボトル 

町委託業者による定期収集 民間業者 その他のプラスチック製 

容器包装(白色トレイを含む) 

プラスチック製容器包装 

(白色トレイを含む) 

※ ただし、主として紙製の容器包装であって上記以外のもの、いわゆる「紙製容器包装」

については雑誌類と混合収集し、再資源化する。 

 

 

 



11 分別収集の用に供する施設の整備に関する事項（法第８条第２項第６号） 

 

缶類、紙パック、段ボールについては、民間の施設で選別、圧縮、保管する。ペットボトル、

ガラス瓶、プラスチック製容器包装類については、民間の施設で選別、保管を行い容器包装リサ

イクル法に基づく指定法人ルートで処理する。  

 

分別収集の用に供する施設整備計画 

分別収集する容器 

包装廃棄物の種類 

収集に係る 

分別の区分 
収集容器 収 集 車 中 間 処 理 

スチール製容器 

缶 袋 

２t深ボディ車 

３tパッカ－車 

民間業者 

(選別・圧縮施設) 

アルミ製容器 

無色のガラス製容器 

びん 袋 茶色のガラス製容器 

その他のガラス製容器 

飲料用紙製容器 牛乳パック 

縛る 

段ボール 段ボール 

ペットボトル ペットボトル 袋 

その他のプラスチック製

容器包装 

プラスチック製容器包装 

(白色トレイを含む) 
袋 

※ ただし、主として紙製の容器包装であって上記以外のもの、いわゆる「紙製容器包装」

については、雑誌類と混合収集し再資源化する。 

 

12 その他容器包装廃棄物の分別収集の実施に関し重要な事項 

 

町民が主体となったごみ減量運動の一環として、資源化と再利用の促進を図るため地区及

び各種団体において、生活関連で収集が容易である、古紙・アルミ缶の回収に対して一定の

助成金を交付、今後も集団回収を拡大するため、支援内容の改善、新たな支援の仕組みづく

り、既存の集団回収団体への参加促進等を行う。 

また、ごみ減量化対策事業として、コンポスト購入による経費として一家庭につき購入額

の３分の１以内（一基１万６千円を限度）とし、補助金を交付している。 


